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医 療 法 律と 「医療機関の事業承継（実践編）」

ห࢜ޢ法人  ైڠಉ法཯ࣄ຿ॴ

ห࢜ޢɹڮࡾཁ一࿠
ＱＡ第30回

＆
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ大きな前進ですね。
　前回もお話ししましたが、医療機関の事業承
継では、仲介業者が準備した契約書に印を押し
て終わりではなく、その前後のプロセスにこそ
トラブルの種が潜んでいます。今回は、各段階
ごとに留意点を整理してみましょう。

〈事前検討・協議段階①：
　　　　　　　　　　 秘密保持契約の締結〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿຊ֨తͳަবʹೖΔલ ʮʹൿີอ
໿ʢ/PO�%JTDMPTVSF�"HSFFNFOUʣʯܖ࣋
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ秘密保持契約は、仲介業者との間
で締結するものと譲受候補者との間で締結す
るものがありますが、いずれも重要です。
　事業承継の検討にあたり譲渡側が開示する

情報は、患者の個人情報やクリニックの財務
情報など、漏洩すれば致命的なものばかりで
す。円満に最終契約の締結にまで至る保証は
ないのですから、ちゃんと相手方に秘密保持
義務を課しておく必要があります。また、承継
を検討している事実が漏れると、患者の転院
や職員の動揺を招くことにもなりかねません。
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ秘密保持契約では、事業承継を検
討している事実自体や「秘密情報」の開示・公
表、目的外使用、複写・複製などを禁止・制限
することになります。その前提として、秘密保
持の対象となる「秘密情報」を定義することに
なりますが、情報を開示する譲渡側からすれ
ば、「開示する情報すべて」といったようにでき
るだけ広く設定すべきでしょう。
　また、交渉が破談になった際、譲受候補側が
クリニックの優秀なスタッフを引き抜くことを
防ぐ条項（ノン・ソリシテーション条項）を入
れる場合もあります。

〈事前検討・協議段階②：基本合意書の締結〉
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໌Λड͚͍ͯ·͕͢ɺجຊ߹ҙॻͱ͸Ͳ͏͍͏
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ基本合意書は、譲受候補者が一つ
に絞られ、基本的な取引条件について大枠の
合意ができた段階で締結するものです。
　基本合意書に盛り込む内容としては、譲渡
価格の概算額・考え方（あくまでデュー・ディ
リジェンス（以下「DD」）実施前の事業価値評
価に基づいた、暫定的な合意ないし両者の目
線合わせとしての位置づけ）、譲渡価格以外の
基本的条件、DDへの協力義務、スケジュール
（いつまでにDDを終え、いつ最終契約を結ぶ
かの目標設定）、独占交渉権（一定期間他の候
補者と交渉することを禁じる条項）などがあり
ます。すなわち、基本合意書は、最終契約に向
けた設計図・工程表であると言えます。
　基本合意書の合意事項については、原則と
して法的拘束力を持たせないため、その後、最
終契約に至らなかったとしても、双方ともにペ
ナルティーを負うことはありません。ただし、秘
密保持や独占交渉権には法的拘束力を持たせ
るのが一般的であり、これらに違反すれば損
害賠償責任を負う可能性があります。

〈デュー・ディリジェンスの実施段階〉
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ結論から言えば、誠実かつ正確に
情報を開示しておくことが最大のリスクヘッジ
となります。
　医療機関の事業承継の事案ではありません
が、M＆Aに関する過去の裁判例では、譲渡側
が契約件数や収益予測について実態と異なる
過大な説明をしたり、重要なマイナス情報を隠
したりした場合、最終契約における「表明保証
事項」の違反として、相当額の損害賠償や譲渡
代金の一部返還を命じられるケースがあり
ます。

　意図的な隠蔽はもちろん、単純な計算違い
もトラブルの元になります。DDの際には、客観
的なデータを誠実に開示することが、後の紛
争を防ぐことにつながります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%͕ਐΉதͰɺ૬खํͷห࢜ޢ
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ個人医院のケースで職員の処遇に
つき「再雇用型（いったん全員合意退職あるい
は解雇したうえで譲受側との間で新たに雇用
契約を結ぶ）」をとる場合、確かに従前の雇用
契約上の債務は譲渡側に残り、譲受側が承継
するものではないため、形式的には譲渡対価
に直接影響はしないようにも思われます。
　他方で、譲受側としても、これらが適正に清
算されないままだと、承継後の職員の不満や
退職リスクにも関わってくるため、厳しくチェッ
クされる場合もあるでしょう。
　また、最終契約においては、承継日までの未
払賃金や退職金の支払い、さらには承継後に
顕在化した労務リスクについては譲渡側が責
任を持って対応する旨定められるのが一般的
です。
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ譲受側は、将来のクリニック経営
を揺るがすようなリスクを広く徹底的に洗い出
すことになります。
　例えば、クリニックが賃借物件に入居してい
る場合、賃貸人から名義変更を拒否されたり、
法外な承諾料を要求されたりするリスクがな
いか確認します。高額な医療機器のリース承継
の条件や、メーカーの保守サポート終了間近で
ないかといった点も確認することになります。

　また、過去の行政指導歴や、医療事故・ヒヤ
リハット事例も、個人医院の場合は譲受側が
当然に引き継ぐものではありませんが、後に
「聞いていない」とならないよう、DDの段階で
網羅的に報告しておくことが望ましいと言え
ます。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%Ͱ͸૬खํ͔ΒٻΊΒΕͨࢿ
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿただ単に相手方からの調査を待つ
のではなく、事前にリスクを洗い出し、DDで聞
かれる事項を想定し把握しておき、あらかじめ
傷口をふさいでおくことができればベスト
です。
　各職員の雇用契約の内容や未払残業代の
有無等を事前に把握し、必要であれば承継前
に清算しておきましょう。第三者との契約のう
ち重要なものをリストアップし、あらかじめ事
業承継にあたっての契約上のハードルとなる
事項を整理しておきましょう。
　また、DDで相手方から指摘される前に、「以
前こうした指導を受けた」「この設備は古い」と
いったマイナス情報はその対処を含め書面で
提示しておくことが考えられます。あらかじめ
開示してしまえば、後から「隠していた」と表明
保証違反を問われるリスクを回避することも
できます。
　なお、DDの中での口頭でのやり取りも、で
きるだけ記録に残すようにしましょう。「いつ、
どのデータに基づき説明したか」を証拠化して
おくことが、将来のトラブルを防ぐ盾となり
ます。

〈最終契約段階と承継実行後のトラブル〉
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ譲受側としても限られた時間の中
で実施するDDだけでは譲渡対象となるクリ
ニックの問題点の全てを調べあげることはで
きません。そのため、一般に、最終契約におい
ては、譲渡対象に関する一定の事実につき「真
実であり正確であること」、すなわち、「DDで明
らかになった事項を除いて、譲渡対象となるク
リニックが問題を抱えていない」旨を譲渡側が
保証する条項（表明保証条項）が盛り込まれる
ことになります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿͰ͸ɺ͜ ͷද໌อূ৚߲͸ͦͷ·
·ड͚ೖΕΔ͔͠ͳ͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ承継後に表明保証違反が明らかに
なった場合には、損害賠償（補償）の問題とな
ります。そのため、譲渡側としては、最終契約
の交渉の段階において、この表明保証の範囲
を絞り込むことが肝となります。
　まず、表明保証を求められる各事項につい
て、そのまま受け入れて良いか否かの切り分け
をします。そのうえで、例えば、医療過誤リスク
の有無に関する表明保証について、「一切存在
しない」ではなく「（譲渡側として）知る限りに
おいて存在しない」といった形で修正を求め
ることで、予期せぬ責任を回避することができ
ます。軽微な不備を保証の対象から排除する
ため、「経営に重大な影響を及ぼすものに限
り」といった文言を加えることもあります。
　また、譲渡側の立場からは、最終契約の中
で、万が一表明保証違反があった場合の損害
賠償（補償）の金額に上限を設けたり、請求可
能な期間を絞り込むこと（例えば承継後１年な
ど）も重要です。
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͸ɺ༑ਓͷҩӃͰिʹ ʙ̍̎ճఔ౓ख఻͍Λ͠
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ最終契約の中に「承継後○年間は
近隣での開業や勤務は行わない」といった競
業避止義務に関する条項が設けられる場合が
あります。そのような計画があるのであれば、
事前に譲受側に伝え、具体的な除外規定を最
終契約に盛り込むことが必要です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿঝޙߦ࣮ܧʹɺ΋͕͠ࢲख఻͏ҩ
Ӄʹ͖͍͕ͯͯͭ͠ऀױ·ͬͨΒ໰୊ʹͳΓ
·͔͢ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ多くの患者がついてきてしまった
場合、意図的に患者を「引き抜き」したものと
捉えられ、トラブルに発展する可能性もあるた
め、注意が必要です。
　譲渡側としては、患者がスムーズに譲受側に
移行するよう協力する義務があります。具体的
な引継方法は譲受側と協議することになりま
すが、一定期間の並診や、紹介状の丁寧な作
成、新院長を信頼させるような患者への言葉
がけなどが重要になります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿঝޙߦ࣮ܧʹελοϑ͕Ұ੪ʹ཭
৬ͯ͠͠·ͬͨ৔߹ɺࢲ͸੹೚Λ໰ΘΕΔͷͰ
͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ個々の職員の残留を保証すること
は不可能ですが、譲渡側にはスムーズな移行
のための協力義務があります。譲受側との事
前面談のセッティングなど、協力義務を怠った
と評価されると損害賠償に発展することも考
えられます。もちろん優秀なスタッフの「引き
抜き」もトラブルの元です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ࠷ऴܖ໿ͷక݁͑͞ऴΘΕ͹ɺ͢
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿはい。承継実行後も、過去の診療
行為について医療過誤として訴えられるリス
クも残ります。前回お話ししたカルテの保管の
問題を譲受側と協議しておく必要はあります
し、医師賠償責任保険の延長保証についても
保険会社に確認するなど、リタイア後の「守
り」も同時に固めておきましょう。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·͢ɻ୯ʹΫϦ
χοΫΛചͬͯऴΘΓͰ͸ͳ͘ɺ஍Ҭҩྍͱࣗ
෼ͷਓੜͷ૒ํΛकΔ΂͘४උΛਐΊ͍͖ͯ
͍ͨͱ͍ࢥ·͢ɻ

◆ ͜ͷ̦ˍ̖͔ΒԿΛֶͿ͔�˗

①仲介業者は双方の利益を調整する立場であ
り、譲渡側固有のリスクをすべて守ってくれ
るわけではなく、「丸投げ」は危険であり、自
分の身は自分で守る必要がある。
②事業承継をめぐる紛争は、DDにおける情報
開示不足や最終契約の契約条項に対する認
識不足・曖昧さに起因することが多い。早い
段階から自身の利益を代表する弁護士・税
理士に関与してもらうことが、最良のリスク
ヘッジ・出口戦略となる。
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ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ大きな前進ですね。
　前回もお話ししましたが、医療機関の事業承
継では、仲介業者が準備した契約書に印を押し
て終わりではなく、その前後のプロセスにこそ
トラブルの種が潜んでいます。今回は、各段階
ごとに留意点を整理してみましょう。

〈事前検討・協議段階①：
　　　　　　　　　　 秘密保持契約の締結〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿຊ֨తͳަবʹೖΔલ ʮʹൿີอ
໿ʢ/PO�%JTDMPTVSF�"HSFFNFOUʣʯܖ࣋
ͷҊ͕ࣔ͞Ε·͕ͨ͠ɺ͜ Ε͸୯ͳΔࣜܗతͳ
΋ͷͱͯ͑ߟΑ͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ秘密保持契約は、仲介業者との間
で締結するものと譲受候補者との間で締結す
るものがありますが、いずれも重要です。
　事業承継の検討にあたり譲渡側が開示する

情報は、患者の個人情報やクリニックの財務
情報など、漏洩すれば致命的なものばかりで
す。円満に最終契約の締結にまで至る保証は
ないのですから、ちゃんと相手方に秘密保持
義務を課しておく必要があります。また、承継
を検討している事実が漏れると、患者の転院
や職員の動揺を招くことにもなりかねません。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ෼͔Γ·ͨ͠ɻͰ͸ɺͲͷΑ͏ͳ఺
Λ͚ͭΕ͹ྑ͍Ͱ͠ΐ͏͔ɻؾʹ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ秘密保持契約では、事業承継を検
討している事実自体や「秘密情報」の開示・公
表、目的外使用、複写・複製などを禁止・制限
することになります。その前提として、秘密保
持の対象となる「秘密情報」を定義することに
なりますが、情報を開示する譲渡側からすれ
ば、「開示する情報すべて」といったようにでき
るだけ広く設定すべきでしょう。
　また、交渉が破談になった際、譲受候補側が
クリニックの優秀なスタッフを引き抜くことを
防ぐ条項（ノン・ソリシテーション条項）を入
れる場合もあります。

〈事前検討・協議段階②：基本合意書の締結〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿࠓճɺ஥հ͔ऀۀΒ͸࠷ऴܖ໿ʹ
ઌཱͬ ʮͯجຊ߹ҙॻʯΛక݁͢Δ༧ఆͱͷઆ
໌Λड͚͍ͯ·͕͢ɺجຊ߹ҙॻͱ͸Ͳ͏͍͏
΋ͷͰ͔͢ɻ·ͨɺͲͷΑ͏ͳ఺ʹ஫ҙ͢΂͖
Ͱ͠ΐ͏͔ɻ

ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ基本合意書は、譲受候補者が一つ
に絞られ、基本的な取引条件について大枠の
合意ができた段階で締結するものです。
　基本合意書に盛り込む内容としては、譲渡
価格の概算額・考え方（あくまでデュー・ディ
リジェンス（以下「DD」）実施前の事業価値評
価に基づいた、暫定的な合意ないし両者の目
線合わせとしての位置づけ）、譲渡価格以外の
基本的条件、DDへの協力義務、スケジュール
（いつまでにDDを終え、いつ最終契約を結ぶ
かの目標設定）、独占交渉権（一定期間他の候
補者と交渉することを禁じる条項）などがあり
ます。すなわち、基本合意書は、最終契約に向
けた設計図・工程表であると言えます。
　基本合意書の合意事項については、原則と
して法的拘束力を持たせないため、その後、最
終契約に至らなかったとしても、双方ともにペ
ナルティーを負うことはありません。ただし、秘
密保持や独占交渉権には法的拘束力を持たせ
るのが一般的であり、これらに違反すれば損
害賠償責任を負う可能性があります。

〈デュー・ディリジェンスの実施段階〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%ʹͯ͠ࡍɺՁ֨໘ʹ͖ͭɺ૬ख
ํଆ੫ཧ͔࢜ΒʮৄࡉͳσʔλΛ։ࣔͯ͠΄͠
͍ʯͱٻΊΒΕ͍ͯ·͢ɻͲ͜·Ͱਖ਼௚ʹग़͢
΂͖Ͱ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ結論から言えば、誠実かつ正確に
情報を開示しておくことが最大のリスクヘッジ
となります。
　医療機関の事業承継の事案ではありません
が、M＆Aに関する過去の裁判例では、譲渡側
が契約件数や収益予測について実態と異なる
過大な説明をしたり、重要なマイナス情報を隠
したりした場合、最終契約における「表明保証
事項」の違反として、相当額の損害賠償や譲渡
代金の一部返還を命じられるケースがあり
ます。

　意図的な隠蔽はもちろん、単純な計算違い
もトラブルの元になります。DDの際には、客観
的なデータを誠実に開示することが、後の紛
争を防ぐことにつながります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%͕ਐΉதͰɺ૬खํͷห࢜ޢ
͔Βະ෷͍ۀ࢒୅ͷ༗ແ΍༗ٳڅՋͷফԽ
ঢ়گͳͲʹ͍ͭͯࢦ͔͘ࡉఠΛड͚·ͨ͠ɻݸ
ਓҩӃͰ͋ͬͯ΋ɺ͜ ΕΒ͸ۀࣄঝܧͷରՁ
ʹؔΘͬͯ͘ Δ΋ͷͳͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ個人医院のケースで職員の処遇に
つき「再雇用型（いったん全員合意退職あるい
は解雇したうえで譲受側との間で新たに雇用
契約を結ぶ）」をとる場合、確かに従前の雇用
契約上の債務は譲渡側に残り、譲受側が承継
するものではないため、形式的には譲渡対価
に直接影響はしないようにも思われます。
　他方で、譲受側としても、これらが適正に清
算されないままだと、承継後の職員の不満や
退職リスクにも関わってくるため、厳しくチェッ
クされる場合もあるでしょう。
　また、最終契約においては、承継日までの未
払賃金や退職金の支払い、さらには承継後に
顕在化した労務リスクについては譲渡側が責
任を持って対応する旨定められるのが一般的
です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%Ͱ͸࿑຿Ҏ֎ʹͲͷΑ͏ͳ఺
͕νΣοΫ͞ΕΔͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ譲受側は、将来のクリニック経営
を揺るがすようなリスクを広く徹底的に洗い出
すことになります。
　例えば、クリニックが賃借物件に入居してい
る場合、賃貸人から名義変更を拒否されたり、
法外な承諾料を要求されたりするリスクがな
いか確認します。高額な医療機器のリース承継
の条件や、メーカーの保守サポート終了間近で
ないかといった点も確認することになります。

　また、過去の行政指導歴や、医療事故・ヒヤ
リハット事例も、個人医院の場合は譲受側が
当然に引き継ぐものではありませんが、後に
「聞いていない」とならないよう、DDの段階で
網羅的に報告しておくことが望ましいと言え
ます。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%Ͱ͸૬खํ͔ΒٻΊΒΕͨࢿ
ྉΛ։ࣔ͢Δ͚ͩͰ͍͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ͜ ͪΒ
ͰࣄલʹͰ͖Δରࡦ͸͋Γ·͔͢ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿただ単に相手方からの調査を待つ
のではなく、事前にリスクを洗い出し、DDで聞
かれる事項を想定し把握しておき、あらかじめ
傷口をふさいでおくことができればベスト
です。
　各職員の雇用契約の内容や未払残業代の
有無等を事前に把握し、必要であれば承継前
に清算しておきましょう。第三者との契約のう
ち重要なものをリストアップし、あらかじめ事
業承継にあたっての契約上のハードルとなる
事項を整理しておきましょう。
　また、DDで相手方から指摘される前に、「以
前こうした指導を受けた」「この設備は古い」と
いったマイナス情報はその対処を含め書面で
提示しておくことが考えられます。あらかじめ
開示してしまえば、後から「隠していた」と表明
保証違反を問われるリスクを回避することも
できます。
　なお、DDの中での口頭でのやり取りも、で
きるだけ記録に残すようにしましょう。「いつ、
どのデータに基づき説明したか」を証拠化して
おくことが、将来のトラブルを防ぐ盾となり
ます。

〈最終契約段階と承継実行後のトラブル〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ࠷ऴܖ໿ॻҊʹ͸ɺଟ਺ͷ͍͔ࡉ
߲໨ʹΘͨͬ ʮͨද໌อূʯ͕ ੝Γࠐ·Ε͍ͯ
·͢ɻࣗࢲ਎ɺΫϦχοΫʹؔΘΔ͢΂ͯͷ৘

ใΛਖ਼֬ʹ೺ѲͰ͖͍ͯΔΘ͚Ͱ͸ͳ͍ͷ
ͰɺҰ཯ʹอূͯ͠͠·͏͜ͱ͸ෆ҆ͳͷͰ͢
͕ʜɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ譲受側としても限られた時間の中
で実施するDDだけでは譲渡対象となるクリ
ニックの問題点の全てを調べあげることはで
きません。そのため、一般に、最終契約におい
ては、譲渡対象に関する一定の事実につき「真
実であり正確であること」、すなわち、「DDで明
らかになった事項を除いて、譲渡対象となるク
リニックが問題を抱えていない」旨を譲渡側が
保証する条項（表明保証条項）が盛り込まれる
ことになります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿͰ͸ɺ͜ ͷද໌อূ৚߲͸ͦͷ·
·ड͚ೖΕΔ͔͠ͳ͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ承継後に表明保証違反が明らかに
なった場合には、損害賠償（補償）の問題とな
ります。そのため、譲渡側としては、最終契約
の交渉の段階において、この表明保証の範囲
を絞り込むことが肝となります。
　まず、表明保証を求められる各事項につい
て、そのまま受け入れて良いか否かの切り分け
をします。そのうえで、例えば、医療過誤リスク
の有無に関する表明保証について、「一切存在
しない」ではなく「（譲渡側として）知る限りに
おいて存在しない」といった形で修正を求め
ることで、予期せぬ責任を回避することができ
ます。軽微な不備を保証の対象から排除する
ため、「経営に重大な影響を及ぼすものに限
り」といった文言を加えることもあります。
　また、譲渡側の立場からは、最終契約の中
で、万が一表明保証違反があった場合の損害
賠償（補償）の金額に上限を設けたり、請求可
能な期間を絞り込むこと（例えば承継後１年な
ど）も重要です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ෼͔Γ·ͨ͠ɻ࠷ऴܖ໿ͷ৚߲΋
ަব࣍ୈͳͷͰ͢Ͷɻ
ɹࣗ෼ͷΫϦχοΫΛҾ͖͍ܧͰ΋Βͬͨޙ
͸ɺ༑ਓͷҩӃͰिʹ ʙ̍̎ճఔ౓ख఻͍Λ͠
Α͏ͱ͍ͨͯ͑ߟͷͰ͕͢ɺ໰୊͸ͳ͍Ͱ͠ΐ
͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ最終契約の中に「承継後○年間は
近隣での開業や勤務は行わない」といった競
業避止義務に関する条項が設けられる場合が
あります。そのような計画があるのであれば、
事前に譲受側に伝え、具体的な除外規定を最
終契約に盛り込むことが必要です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿঝޙߦ࣮ܧʹɺ΋͕͠ࢲख఻͏ҩ
Ӄʹ͖͍͕ͯͯͭ͠ऀױ·ͬͨΒ໰୊ʹͳΓ
·͔͢ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ多くの患者がついてきてしまった
場合、意図的に患者を「引き抜き」したものと
捉えられ、トラブルに発展する可能性もあるた
め、注意が必要です。
　譲渡側としては、患者がスムーズに譲受側に
移行するよう協力する義務があります。具体的
な引継方法は譲受側と協議することになりま
すが、一定期間の並診や、紹介状の丁寧な作
成、新院長を信頼させるような患者への言葉
がけなどが重要になります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿঝޙߦ࣮ܧʹελοϑ͕Ұ੪ʹ཭
৬ͯ͠͠·ͬͨ৔߹ɺࢲ͸੹೚Λ໰ΘΕΔͷͰ
͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ個々の職員の残留を保証すること
は不可能ですが、譲渡側にはスムーズな移行
のための協力義務があります。譲受側との事
前面談のセッティングなど、協力義務を怠った
と評価されると損害賠償に発展することも考
えられます。もちろん優秀なスタッフの「引き
抜き」もトラブルの元です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ࠷ऴܖ໿ͷక݁͑͞ऴΘΕ͹ɺ͢
΂ͯऴྃͱ͍͏Θ͚ʹ͸͍͔ͳ͍ͷͰ͢Ͷɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿはい。承継実行後も、過去の診療
行為について医療過誤として訴えられるリス
クも残ります。前回お話ししたカルテの保管の
問題を譲受側と協議しておく必要はあります
し、医師賠償責任保険の延長保証についても
保険会社に確認するなど、リタイア後の「守
り」も同時に固めておきましょう。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·͢ɻ୯ʹΫϦ
χοΫΛചͬͯऴΘΓͰ͸ͳ͘ɺ஍Ҭҩྍͱࣗ
෼ͷਓੜͷ૒ํΛकΔ΂͘४උΛਐΊ͍͖ͯ
͍ͨͱ͍ࢥ·͢ɻ

◆ ͜ͷ̦ˍ̖͔ΒԿΛֶͿ͔�˗

①仲介業者は双方の利益を調整する立場であ
り、譲渡側固有のリスクをすべて守ってくれ
るわけではなく、「丸投げ」は危険であり、自
分の身は自分で守る必要がある。
②事業承継をめぐる紛争は、DDにおける情報
開示不足や最終契約の契約条項に対する認
識不足・曖昧さに起因することが多い。早い
段階から自身の利益を代表する弁護士・税
理士に関与してもらうことが、最良のリスク
ヘッジ・出口戦略となる。
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૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿલճɺۀࣄঝܧͷجຊΛ͍ͯ͑ڭ
͖ͨͩ·͠ ʢͨຊߘୈ��ճʮҩྍؔػͷۀࣄ
ঝܧʢೖ໳ฤʣʯ�������/Pࢀ����রʣɻ
ɹͦͷޙɺܦӦ͍ͯ͠Δైڠಉ಺ՊΫϦχοΫ
ͷۀࣄঝܧʹ͍ͭͯɺઋ୆ࢢҩࢣձͷ૬ஊ૭
ݕ΋੠͕͚ͯ͠ʹऀۀ૬ஊ͠ɺ.ˍ"஥հʹޱ
౼Λ࢝Ί͍ͯ·ͨ͠ɻࠓൠɺࢲͷΫϦχοΫʹ
ؔ৺Λ࣋ͬͯ͘Εͨิީܧޙͷઌੜ͕ݱΕͨ
ͱͷ࿈བྷ͕͋Γ·ͨ͠ɻ
ɹޙࠓ࿩͠߹͍ΛਐΊ͍ͯ͘͜ͱʹͳΓ·͢
͕ɺ۩ମతʹͳΕ͹ͳΔ΄Ͳɺৡ౉Ձ֨΍ܖ໿
ॻͷ͜ͱɺҾୀޙͷ͜ͱͳͲɺ࣍ ʑͱ৺഑ʹ
ͳ͖ͬͯ·ͯ͠ʜɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ大きな前進ですね。
　前回もお話ししましたが、医療機関の事業承
継では、仲介業者が準備した契約書に印を押し
て終わりではなく、その前後のプロセスにこそ
トラブルの種が潜んでいます。今回は、各段階
ごとに留意点を整理してみましょう。

〈事前検討・協議段階①：
　　　　　　　　　　 秘密保持契約の締結〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿຊ֨తͳަবʹೖΔલ ʮʹൿີอ
໿ʢ/PO�%JTDMPTVSF�"HSFFNFOUʣʯܖ࣋
ͷҊ͕ࣔ͞Ε·͕ͨ͠ɺ͜ Ε͸୯ͳΔࣜܗతͳ
΋ͷͱͯ͑ߟΑ͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ秘密保持契約は、仲介業者との間
で締結するものと譲受候補者との間で締結す
るものがありますが、いずれも重要です。
　事業承継の検討にあたり譲渡側が開示する

情報は、患者の個人情報やクリニックの財務
情報など、漏洩すれば致命的なものばかりで
す。円満に最終契約の締結にまで至る保証は
ないのですから、ちゃんと相手方に秘密保持
義務を課しておく必要があります。また、承継
を検討している事実が漏れると、患者の転院
や職員の動揺を招くことにもなりかねません。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ෼͔Γ·ͨ͠ɻͰ͸ɺͲͷΑ͏ͳ఺
Λ͚ͭΕ͹ྑ͍Ͱ͠ΐ͏͔ɻؾʹ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ秘密保持契約では、事業承継を検
討している事実自体や「秘密情報」の開示・公
表、目的外使用、複写・複製などを禁止・制限
することになります。その前提として、秘密保
持の対象となる「秘密情報」を定義することに
なりますが、情報を開示する譲渡側からすれ
ば、「開示する情報すべて」といったようにでき
るだけ広く設定すべきでしょう。
　また、交渉が破談になった際、譲受候補側が
クリニックの優秀なスタッフを引き抜くことを
防ぐ条項（ノン・ソリシテーション条項）を入
れる場合もあります。

〈事前検討・協議段階②：基本合意書の締結〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿࠓճɺ஥հ͔ऀۀΒ͸࠷ऴܖ໿ʹ
ઌཱͬ ʮͯجຊ߹ҙॻʯΛక݁͢Δ༧ఆͱͷઆ
໌Λड͚͍ͯ·͕͢ɺجຊ߹ҙॻͱ͸Ͳ͏͍͏
΋ͷͰ͔͢ɻ·ͨɺͲͷΑ͏ͳ఺ʹ஫ҙ͢΂͖
Ͱ͠ΐ͏͔ɻ

ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ基本合意書は、譲受候補者が一つ
に絞られ、基本的な取引条件について大枠の
合意ができた段階で締結するものです。
　基本合意書に盛り込む内容としては、譲渡
価格の概算額・考え方（あくまでデュー・ディ
リジェンス（以下「DD」）実施前の事業価値評
価に基づいた、暫定的な合意ないし両者の目
線合わせとしての位置づけ）、譲渡価格以外の
基本的条件、DDへの協力義務、スケジュール
（いつまでにDDを終え、いつ最終契約を結ぶ
かの目標設定）、独占交渉権（一定期間他の候
補者と交渉することを禁じる条項）などがあり
ます。すなわち、基本合意書は、最終契約に向
けた設計図・工程表であると言えます。
　基本合意書の合意事項については、原則と
して法的拘束力を持たせないため、その後、最
終契約に至らなかったとしても、双方ともにペ
ナルティーを負うことはありません。ただし、秘
密保持や独占交渉権には法的拘束力を持たせ
るのが一般的であり、これらに違反すれば損
害賠償責任を負う可能性があります。

〈デュー・ディリジェンスの実施段階〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%ʹͯ͠ࡍɺՁ֨໘ʹ͖ͭɺ૬ख
ํଆ੫ཧ͔࢜ΒʮৄࡉͳσʔλΛ։ࣔͯ͠΄͠
͍ʯͱٻΊΒΕ͍ͯ·͢ɻͲ͜·Ͱਖ਼௚ʹग़͢
΂͖Ͱ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ結論から言えば、誠実かつ正確に
情報を開示しておくことが最大のリスクヘッジ
となります。
　医療機関の事業承継の事案ではありません
が、M＆Aに関する過去の裁判例では、譲渡側
が契約件数や収益予測について実態と異なる
過大な説明をしたり、重要なマイナス情報を隠
したりした場合、最終契約における「表明保証
事項」の違反として、相当額の損害賠償や譲渡
代金の一部返還を命じられるケースがあり
ます。

　意図的な隠蔽はもちろん、単純な計算違い
もトラブルの元になります。DDの際には、客観
的なデータを誠実に開示することが、後の紛
争を防ぐことにつながります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%͕ਐΉதͰɺ૬खํͷห࢜ޢ
͔Βະ෷͍ۀ࢒୅ͷ༗ແ΍༗ٳڅՋͷফԽ
ঢ়گͳͲʹ͍ͭͯࢦ͔͘ࡉఠΛड͚·ͨ͠ɻݸ
ਓҩӃͰ͋ͬͯ΋ɺ͜ ΕΒ͸ۀࣄঝܧͷରՁ
ʹؔΘͬͯ͘ Δ΋ͷͳͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ個人医院のケースで職員の処遇に
つき「再雇用型（いったん全員合意退職あるい
は解雇したうえで譲受側との間で新たに雇用
契約を結ぶ）」をとる場合、確かに従前の雇用
契約上の債務は譲渡側に残り、譲受側が承継
するものではないため、形式的には譲渡対価
に直接影響はしないようにも思われます。
　他方で、譲受側としても、これらが適正に清
算されないままだと、承継後の職員の不満や
退職リスクにも関わってくるため、厳しくチェッ
クされる場合もあるでしょう。
　また、最終契約においては、承継日までの未
払賃金や退職金の支払い、さらには承継後に
顕在化した労務リスクについては譲渡側が責
任を持って対応する旨定められるのが一般的
です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%Ͱ͸࿑຿Ҏ֎ʹͲͷΑ͏ͳ఺
͕νΣοΫ͞ΕΔͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ譲受側は、将来のクリニック経営
を揺るがすようなリスクを広く徹底的に洗い出
すことになります。
　例えば、クリニックが賃借物件に入居してい
る場合、賃貸人から名義変更を拒否されたり、
法外な承諾料を要求されたりするリスクがな
いか確認します。高額な医療機器のリース承継
の条件や、メーカーの保守サポート終了間近で
ないかといった点も確認することになります。

　また、過去の行政指導歴や、医療事故・ヒヤ
リハット事例も、個人医院の場合は譲受側が
当然に引き継ぐものではありませんが、後に
「聞いていない」とならないよう、DDの段階で
網羅的に報告しておくことが望ましいと言え
ます。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%Ͱ͸૬खํ͔ΒٻΊΒΕͨࢿ
ྉΛ։ࣔ͢Δ͚ͩͰ͍͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ͜ ͪΒ
ͰࣄલʹͰ͖Δରࡦ͸͋Γ·͔͢ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿただ単に相手方からの調査を待つ
のではなく、事前にリスクを洗い出し、DDで聞
かれる事項を想定し把握しておき、あらかじめ
傷口をふさいでおくことができればベスト
です。
　各職員の雇用契約の内容や未払残業代の
有無等を事前に把握し、必要であれば承継前
に清算しておきましょう。第三者との契約のう
ち重要なものをリストアップし、あらかじめ事
業承継にあたっての契約上のハードルとなる
事項を整理しておきましょう。
　また、DDで相手方から指摘される前に、「以
前こうした指導を受けた」「この設備は古い」と
いったマイナス情報はその対処を含め書面で
提示しておくことが考えられます。あらかじめ
開示してしまえば、後から「隠していた」と表明
保証違反を問われるリスクを回避することも
できます。
　なお、DDの中での口頭でのやり取りも、で
きるだけ記録に残すようにしましょう。「いつ、
どのデータに基づき説明したか」を証拠化して
おくことが、将来のトラブルを防ぐ盾となり
ます。

〈最終契約段階と承継実行後のトラブル〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ࠷ऴܖ໿ॻҊʹ͸ɺଟ਺ͷ͍͔ࡉ
߲໨ʹΘͨͬ ʮͨද໌อূʯ͕ ੝Γࠐ·Ε͍ͯ
·͢ɻࣗࢲ਎ɺΫϦχοΫʹؔΘΔ͢΂ͯͷ৘

ใΛਖ਼֬ʹ೺ѲͰ͖͍ͯΔΘ͚Ͱ͸ͳ͍ͷ
ͰɺҰ཯ʹอূͯ͠͠·͏͜ͱ͸ෆ҆ͳͷͰ͢
͕ʜɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ譲受側としても限られた時間の中
で実施するDDだけでは譲渡対象となるクリ
ニックの問題点の全てを調べあげることはで
きません。そのため、一般に、最終契約におい
ては、譲渡対象に関する一定の事実につき「真
実であり正確であること」、すなわち、「DDで明
らかになった事項を除いて、譲渡対象となるク
リニックが問題を抱えていない」旨を譲渡側が
保証する条項（表明保証条項）が盛り込まれる
ことになります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿͰ͸ɺ͜ ͷද໌อূ৚߲͸ͦͷ·
·ड͚ೖΕΔ͔͠ͳ͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ承継後に表明保証違反が明らかに
なった場合には、損害賠償（補償）の問題とな
ります。そのため、譲渡側としては、最終契約
の交渉の段階において、この表明保証の範囲
を絞り込むことが肝となります。
　まず、表明保証を求められる各事項につい
て、そのまま受け入れて良いか否かの切り分け
をします。そのうえで、例えば、医療過誤リスク
の有無に関する表明保証について、「一切存在
しない」ではなく「（譲渡側として）知る限りに
おいて存在しない」といった形で修正を求め
ることで、予期せぬ責任を回避することができ
ます。軽微な不備を保証の対象から排除する
ため、「経営に重大な影響を及ぼすものに限
り」といった文言を加えることもあります。
　また、譲渡側の立場からは、最終契約の中
で、万が一表明保証違反があった場合の損害
賠償（補償）の金額に上限を設けたり、請求可
能な期間を絞り込むこと（例えば承継後１年な
ど）も重要です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ෼͔Γ·ͨ͠ɻ࠷ऴܖ໿ͷ৚߲΋
ަব࣍ୈͳͷͰ͢Ͷɻ
ɹࣗ෼ͷΫϦχοΫΛҾ͖͍ܧͰ΋Βͬͨޙ
͸ɺ༑ਓͷҩӃͰिʹ ʙ̍̎ճఔ౓ख఻͍Λ͠
Α͏ͱ͍ͨͯ͑ߟͷͰ͕͢ɺ໰୊͸ͳ͍Ͱ͠ΐ
͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ最終契約の中に「承継後○年間は
近隣での開業や勤務は行わない」といった競
業避止義務に関する条項が設けられる場合が
あります。そのような計画があるのであれば、
事前に譲受側に伝え、具体的な除外規定を最
終契約に盛り込むことが必要です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿঝޙߦ࣮ܧʹɺ΋͕͠ࢲख఻͏ҩ
Ӄʹ͖͍͕ͯͯͭ͠ऀױ·ͬͨΒ໰୊ʹͳΓ
·͔͢ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ多くの患者がついてきてしまった
場合、意図的に患者を「引き抜き」したものと
捉えられ、トラブルに発展する可能性もあるた
め、注意が必要です。
　譲渡側としては、患者がスムーズに譲受側に
移行するよう協力する義務があります。具体的
な引継方法は譲受側と協議することになりま
すが、一定期間の並診や、紹介状の丁寧な作
成、新院長を信頼させるような患者への言葉
がけなどが重要になります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿঝޙߦ࣮ܧʹελοϑ͕Ұ੪ʹ཭
৬ͯ͠͠·ͬͨ৔߹ɺࢲ͸੹೚Λ໰ΘΕΔͷͰ
͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ個々の職員の残留を保証すること
は不可能ですが、譲渡側にはスムーズな移行
のための協力義務があります。譲受側との事
前面談のセッティングなど、協力義務を怠った
と評価されると損害賠償に発展することも考
えられます。もちろん優秀なスタッフの「引き
抜き」もトラブルの元です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ࠷ऴܖ໿ͷక݁͑͞ऴΘΕ͹ɺ͢
΂ͯऴྃͱ͍͏Θ͚ʹ͸͍͔ͳ͍ͷͰ͢Ͷɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿはい。承継実行後も、過去の診療
行為について医療過誤として訴えられるリス
クも残ります。前回お話ししたカルテの保管の
問題を譲受側と協議しておく必要はあります
し、医師賠償責任保険の延長保証についても
保険会社に確認するなど、リタイア後の「守
り」も同時に固めておきましょう。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·͢ɻ୯ʹΫϦ
χοΫΛചͬͯऴΘΓͰ͸ͳ͘ɺ஍Ҭҩྍͱࣗ
෼ͷਓੜͷ૒ํΛकΔ΂͘४උΛਐΊ͍͖ͯ
͍ͨͱ͍ࢥ·͢ɻ

◆ ͜ͷ̦ˍ̖͔ΒԿΛֶͿ͔�˗

①仲介業者は双方の利益を調整する立場であ
り、譲渡側固有のリスクをすべて守ってくれ
るわけではなく、「丸投げ」は危険であり、自
分の身は自分で守る必要がある。
②事業承継をめぐる紛争は、DDにおける情報
開示不足や最終契約の契約条項に対する認
識不足・曖昧さに起因することが多い。早い
段階から自身の利益を代表する弁護士・税
理士に関与してもらうことが、最良のリスク
ヘッジ・出口戦略となる。
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૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿલճɺۀࣄঝܧͷجຊΛ͍ͯ͑ڭ
͖ͨͩ·͠ ʢͨຊߘୈ��ճʮҩྍؔػͷۀࣄ
ঝܧʢೖ໳ฤʣʯ�������/Pࢀ����রʣɻ
ɹͦͷޙɺܦӦ͍ͯ͠Δైڠಉ಺ՊΫϦχοΫ
ͷۀࣄঝܧʹ͍ͭͯɺઋ୆ࢢҩࢣձͷ૬ஊ૭
ݕ΋੠͕͚ͯ͠ʹऀۀ૬ஊ͠ɺ.ˍ"஥հʹޱ
౼Λ࢝Ί͍ͯ·ͨ͠ɻࠓൠɺࢲͷΫϦχοΫʹ
ؔ৺Λ࣋ͬͯ͘Εͨิީܧޙͷઌੜ͕ݱΕͨ
ͱͷ࿈བྷ͕͋Γ·ͨ͠ɻ
ɹޙࠓ࿩͠߹͍ΛਐΊ͍ͯ͘͜ͱʹͳΓ·͢
͕ɺ۩ମతʹͳΕ͹ͳΔ΄Ͳɺৡ౉Ձ֨΍ܖ໿
ॻͷ͜ͱɺҾୀޙͷ͜ͱͳͲɺ࣍ ʑͱ৺഑ʹ
ͳ͖ͬͯ·ͯ͠ʜɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ大きな前進ですね。
　前回もお話ししましたが、医療機関の事業承
継では、仲介業者が準備した契約書に印を押し
て終わりではなく、その前後のプロセスにこそ
トラブルの種が潜んでいます。今回は、各段階
ごとに留意点を整理してみましょう。

〈事前検討・協議段階①：
　　　　　　　　　　 秘密保持契約の締結〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿຊ֨తͳަবʹೖΔલ ʮʹൿີอ
໿ʢ/PO�%JTDMPTVSF�"HSFFNFOUʣʯܖ࣋
ͷҊ͕ࣔ͞Ε·͕ͨ͠ɺ͜ Ε͸୯ͳΔࣜܗతͳ
΋ͷͱͯ͑ߟΑ͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ秘密保持契約は、仲介業者との間
で締結するものと譲受候補者との間で締結す
るものがありますが、いずれも重要です。
　事業承継の検討にあたり譲渡側が開示する

情報は、患者の個人情報やクリニックの財務
情報など、漏洩すれば致命的なものばかりで
す。円満に最終契約の締結にまで至る保証は
ないのですから、ちゃんと相手方に秘密保持
義務を課しておく必要があります。また、承継
を検討している事実が漏れると、患者の転院
や職員の動揺を招くことにもなりかねません。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ෼͔Γ·ͨ͠ɻͰ͸ɺͲͷΑ͏ͳ఺
Λ͚ͭΕ͹ྑ͍Ͱ͠ΐ͏͔ɻؾʹ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ秘密保持契約では、事業承継を検
討している事実自体や「秘密情報」の開示・公
表、目的外使用、複写・複製などを禁止・制限
することになります。その前提として、秘密保
持の対象となる「秘密情報」を定義することに
なりますが、情報を開示する譲渡側からすれ
ば、「開示する情報すべて」といったようにでき
るだけ広く設定すべきでしょう。
　また、交渉が破談になった際、譲受候補側が
クリニックの優秀なスタッフを引き抜くことを
防ぐ条項（ノン・ソリシテーション条項）を入
れる場合もあります。

〈事前検討・協議段階②：基本合意書の締結〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿࠓճɺ஥հ͔ऀۀΒ͸࠷ऴܖ໿ʹ
ઌཱͬ ʮͯجຊ߹ҙॻʯΛక݁͢Δ༧ఆͱͷઆ
໌Λड͚͍ͯ·͕͢ɺجຊ߹ҙॻͱ͸Ͳ͏͍͏
΋ͷͰ͔͢ɻ·ͨɺͲͷΑ͏ͳ఺ʹ஫ҙ͢΂͖
Ͱ͠ΐ͏͔ɻ

ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ基本合意書は、譲受候補者が一つ
に絞られ、基本的な取引条件について大枠の
合意ができた段階で締結するものです。
　基本合意書に盛り込む内容としては、譲渡
価格の概算額・考え方（あくまでデュー・ディ
リジェンス（以下「DD」）実施前の事業価値評
価に基づいた、暫定的な合意ないし両者の目
線合わせとしての位置づけ）、譲渡価格以外の
基本的条件、DDへの協力義務、スケジュール
（いつまでにDDを終え、いつ最終契約を結ぶ
かの目標設定）、独占交渉権（一定期間他の候
補者と交渉することを禁じる条項）などがあり
ます。すなわち、基本合意書は、最終契約に向
けた設計図・工程表であると言えます。
　基本合意書の合意事項については、原則と
して法的拘束力を持たせないため、その後、最
終契約に至らなかったとしても、双方ともにペ
ナルティーを負うことはありません。ただし、秘
密保持や独占交渉権には法的拘束力を持たせ
るのが一般的であり、これらに違反すれば損
害賠償責任を負う可能性があります。

〈デュー・ディリジェンスの実施段階〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%ʹͯ͠ࡍɺՁ֨໘ʹ͖ͭɺ૬ख
ํଆ੫ཧ͔࢜ΒʮৄࡉͳσʔλΛ։ࣔͯ͠΄͠
͍ʯͱٻΊΒΕ͍ͯ·͢ɻͲ͜·Ͱਖ਼௚ʹग़͢
΂͖Ͱ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ結論から言えば、誠実かつ正確に
情報を開示しておくことが最大のリスクヘッジ
となります。
　医療機関の事業承継の事案ではありません
が、M＆Aに関する過去の裁判例では、譲渡側
が契約件数や収益予測について実態と異なる
過大な説明をしたり、重要なマイナス情報を隠
したりした場合、最終契約における「表明保証
事項」の違反として、相当額の損害賠償や譲渡
代金の一部返還を命じられるケースがあり
ます。

　意図的な隠蔽はもちろん、単純な計算違い
もトラブルの元になります。DDの際には、客観
的なデータを誠実に開示することが、後の紛
争を防ぐことにつながります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%͕ਐΉதͰɺ૬खํͷห࢜ޢ
͔Βະ෷͍ۀ࢒୅ͷ༗ແ΍༗ٳڅՋͷফԽ
ঢ়گͳͲʹ͍ͭͯࢦ͔͘ࡉఠΛड͚·ͨ͠ɻݸ
ਓҩӃͰ͋ͬͯ΋ɺ͜ ΕΒ͸ۀࣄঝܧͷରՁ
ʹؔΘͬͯ͘ Δ΋ͷͳͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ個人医院のケースで職員の処遇に
つき「再雇用型（いったん全員合意退職あるい
は解雇したうえで譲受側との間で新たに雇用
契約を結ぶ）」をとる場合、確かに従前の雇用
契約上の債務は譲渡側に残り、譲受側が承継
するものではないため、形式的には譲渡対価
に直接影響はしないようにも思われます。
　他方で、譲受側としても、これらが適正に清
算されないままだと、承継後の職員の不満や
退職リスクにも関わってくるため、厳しくチェッ
クされる場合もあるでしょう。
　また、最終契約においては、承継日までの未
払賃金や退職金の支払い、さらには承継後に
顕在化した労務リスクについては譲渡側が責
任を持って対応する旨定められるのが一般的
です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%Ͱ͸࿑຿Ҏ֎ʹͲͷΑ͏ͳ఺
͕νΣοΫ͞ΕΔͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ譲受側は、将来のクリニック経営
を揺るがすようなリスクを広く徹底的に洗い出
すことになります。
　例えば、クリニックが賃借物件に入居してい
る場合、賃貸人から名義変更を拒否されたり、
法外な承諾料を要求されたりするリスクがな
いか確認します。高額な医療機器のリース承継
の条件や、メーカーの保守サポート終了間近で
ないかといった点も確認することになります。

　また、過去の行政指導歴や、医療事故・ヒヤ
リハット事例も、個人医院の場合は譲受側が
当然に引き継ぐものではありませんが、後に
「聞いていない」とならないよう、DDの段階で
網羅的に報告しておくことが望ましいと言え
ます。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ%%Ͱ͸૬खํ͔ΒٻΊΒΕͨࢿ
ྉΛ։ࣔ͢Δ͚ͩͰ͍͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ͜ ͪΒ
ͰࣄલʹͰ͖Δରࡦ͸͋Γ·͔͢ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿただ単に相手方からの調査を待つ
のではなく、事前にリスクを洗い出し、DDで聞
かれる事項を想定し把握しておき、あらかじめ
傷口をふさいでおくことができればベスト
です。
　各職員の雇用契約の内容や未払残業代の
有無等を事前に把握し、必要であれば承継前
に清算しておきましょう。第三者との契約のう
ち重要なものをリストアップし、あらかじめ事
業承継にあたっての契約上のハードルとなる
事項を整理しておきましょう。
　また、DDで相手方から指摘される前に、「以
前こうした指導を受けた」「この設備は古い」と
いったマイナス情報はその対処を含め書面で
提示しておくことが考えられます。あらかじめ
開示してしまえば、後から「隠していた」と表明
保証違反を問われるリスクを回避することも
できます。
　なお、DDの中での口頭でのやり取りも、で
きるだけ記録に残すようにしましょう。「いつ、
どのデータに基づき説明したか」を証拠化して
おくことが、将来のトラブルを防ぐ盾となり
ます。

〈最終契約段階と承継実行後のトラブル〉
૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ࠷ऴܖ໿ॻҊʹ͸ɺଟ਺ͷ͍͔ࡉ
߲໨ʹΘͨͬ ʮͨද໌อূʯ͕ ੝Γࠐ·Ε͍ͯ
·͢ɻࣗࢲ਎ɺΫϦχοΫʹؔΘΔ͢΂ͯͷ৘

ใΛਖ਼֬ʹ೺ѲͰ͖͍ͯΔΘ͚Ͱ͸ͳ͍ͷ
ͰɺҰ཯ʹอূͯ͠͠·͏͜ͱ͸ෆ҆ͳͷͰ͢
͕ʜɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ譲受側としても限られた時間の中
で実施するDDだけでは譲渡対象となるクリ
ニックの問題点の全てを調べあげることはで
きません。そのため、一般に、最終契約におい
ては、譲渡対象に関する一定の事実につき「真
実であり正確であること」、すなわち、「DDで明
らかになった事項を除いて、譲渡対象となるク
リニックが問題を抱えていない」旨を譲渡側が
保証する条項（表明保証条項）が盛り込まれる
ことになります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿͰ͸ɺ͜ ͷද໌อূ৚߲͸ͦͷ·
·ड͚ೖΕΔ͔͠ͳ͍ͷͰ͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ承継後に表明保証違反が明らかに
なった場合には、損害賠償（補償）の問題とな
ります。そのため、譲渡側としては、最終契約
の交渉の段階において、この表明保証の範囲
を絞り込むことが肝となります。
　まず、表明保証を求められる各事項につい
て、そのまま受け入れて良いか否かの切り分け
をします。そのうえで、例えば、医療過誤リスク
の有無に関する表明保証について、「一切存在
しない」ではなく「（譲渡側として）知る限りに
おいて存在しない」といった形で修正を求め
ることで、予期せぬ責任を回避することができ
ます。軽微な不備を保証の対象から排除する
ため、「経営に重大な影響を及ぼすものに限
り」といった文言を加えることもあります。
　また、譲渡側の立場からは、最終契約の中
で、万が一表明保証違反があった場合の損害
賠償（補償）の金額に上限を設けたり、請求可
能な期間を絞り込むこと（例えば承継後１年な
ど）も重要です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ෼͔Γ·ͨ͠ɻ࠷ऴܖ໿ͷ৚߲΋
ަব࣍ୈͳͷͰ͢Ͷɻ
ɹࣗ෼ͷΫϦχοΫΛҾ͖͍ܧͰ΋Βͬͨޙ
͸ɺ༑ਓͷҩӃͰिʹ ʙ̍̎ճఔ౓ख఻͍Λ͠
Α͏ͱ͍ͨͯ͑ߟͷͰ͕͢ɺ໰୊͸ͳ͍Ͱ͠ΐ
͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ最終契約の中に「承継後○年間は
近隣での開業や勤務は行わない」といった競
業避止義務に関する条項が設けられる場合が
あります。そのような計画があるのであれば、
事前に譲受側に伝え、具体的な除外規定を最
終契約に盛り込むことが必要です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿঝޙߦ࣮ܧʹɺ΋͕͠ࢲख఻͏ҩ
Ӄʹ͖͍͕ͯͯͭ͠ऀױ·ͬͨΒ໰୊ʹͳΓ
·͔͢ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ多くの患者がついてきてしまった
場合、意図的に患者を「引き抜き」したものと
捉えられ、トラブルに発展する可能性もあるた
め、注意が必要です。
　譲渡側としては、患者がスムーズに譲受側に
移行するよう協力する義務があります。具体的
な引継方法は譲受側と協議することになりま
すが、一定期間の並診や、紹介状の丁寧な作
成、新院長を信頼させるような患者への言葉
がけなどが重要になります。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿঝޙߦ࣮ܧʹελοϑ͕Ұ੪ʹ཭
৬ͯ͠͠·ͬͨ৔߹ɺࢲ͸੹೚Λ໰ΘΕΔͷͰ
͠ΐ͏͔ɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿ個々の職員の残留を保証すること
は不可能ですが、譲渡側にはスムーズな移行
のための協力義務があります。譲受側との事
前面談のセッティングなど、協力義務を怠った
と評価されると損害賠償に発展することも考
えられます。もちろん優秀なスタッフの「引き
抜き」もトラブルの元です。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ࠷ऴܖ໿ͷక݁͑͞ऴΘΕ͹ɺ͢
΂ͯऴྃͱ͍͏Θ͚ʹ͸͍͔ͳ͍ͷͰ͢Ͷɻ
ห̇̇ޢ˙࢜��ɿはい。承継実行後も、過去の診療
行為について医療過誤として訴えられるリス
クも残ります。前回お話ししたカルテの保管の
問題を譲受側と協議しておく必要はあります
し、医師賠償責任保険の延長保証についても
保険会社に確認するなど、リタイア後の「守
り」も同時に固めておきましょう。

૬̇ ஊ̇˙ऀ��ɿ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·͢ɻ୯ʹΫϦ
χοΫΛചͬͯऴΘΓͰ͸ͳ͘ɺ஍Ҭҩྍͱࣗ
෼ͷਓੜͷ૒ํΛकΔ΂͘४උΛਐΊ͍͖ͯ
͍ͨͱ͍ࢥ·͢ɻ

◆ ͜ͷ̦ˍ̖͔ΒԿΛֶͿ͔�˗

①仲介業者は双方の利益を調整する立場であ
り、譲渡側固有のリスクをすべて守ってくれ
るわけではなく、「丸投げ」は危険であり、自
分の身は自分で守る必要がある。
②事業承継をめぐる紛争は、DDにおける情報
開示不足や最終契約の契約条項に対する認
識不足・曖昧さに起因することが多い。早い
段階から自身の利益を代表する弁護士・税
理士に関与してもらうことが、最良のリスク
ヘッジ・出口戦略となる。




